
総合振興計画基本計画の
中間見直しについて

資料２



中間見直しの趣旨

• 「さいたま市総合振興計画基本計画」（計画期間：令和３年度～令和１２年度）では、計画に
掲げる将来都市像の実現に向けて、効果的・効率的に取り組むため、計画期間の中間期に、そ
れまでの点検を行い、検証・分析等に基づく中間見直しを行うことを定めている。これを踏ま
え、計画の中間期にあたる令和７年度に中間見直しを行うもの。

総合振興計画の計画期間と中間見直し

■
令和５年度

改定

計画策定後の社会経済状況の変化や、各分野における施策・事業の進捗状況等を踏まえ、基本計画の
見直しを行う。
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中間見直しの範囲

• 基本計画全体を対象として見直しを行う

※「将来都市像」、「都市づくりの基本理念」、「計画体系」は、基本 計画の骨格に相当する部分のため、中間見直し
の対象には含めない

基本計画の構成

第
１
部

第１章
都市づく
りの目標

第２章
人口と財
政の状況

• 人口の現状分析
• 目指すべき将来の方向と人口の将来展望
• 財政状況

第３章
将来都市

構造

• 将来都市構造の基本的な考え方
• 将来都市構造を構成をする要素
• 土地利用の基本方針

第
２
部

第１章
計画体系

• 策定の基本的な視点
• 計画の構造と期間
• 計画の進行管理

第２章
さいたま市の
魅力と取り組
むべき課題

• 後期基本計画における主な取組状況
• さいたま市の魅力
• さいたま市を取り巻く環境変化への対応
• 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を意識

した施策の推進

第３章
重点戦略

• 重点戦略の基本的な考え方
• まち・ひと・しごと創生との関係
• 重点戦略１ 重点戦略２

第
３
部

各分野の政策と施策
第
４
部

各区の特性と将来像
第
５
部

質の高い都市経営の実現

※見直し対象外

※見直し対象外
• 計画策定の目的
• さいたま市のこれまでの歩み
• 将来都市像
• 都市づくりの基本理念
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中間見直しの考え方

• 社会経済状況の変化を踏まえて、見直し類型に基づき、基本計画書における具体的な文言の検
討を行う。

社会経済状況
の変化等を踏
まえた見直し

１
社会経済状況の変化や施策・事業の
進捗等を踏まえて、取組内容や成果
指標の目標値を見直すもの

見直し類型

統計数値等の
時点更新

２
計画策定以降の変化に基づき、統計
数値や用語等について見直すもの

文言等の見直
し（修文）

３
精査の結果、上記１又は２に該当し
ない見直し意向については、原則と
して行わない

社会経済状況の変化等の
把握

対応の方向性の検討

基本計画の見直し

検討①

検討②

検討③
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中間見直しの検討経緯・進め方

• 市民意見聴取の結果も踏まえ、市組織内での自己点検として中間点検を実施した。

• 審議会では中間点検の結果をご確認いただきながら、社会経済状況の変化等を踏まえた都市づ
くりの方向性や具体的な見直し内容についてご審議いただく。

市民意見
聴取

（令和６年５
月～６月）

• 社会経済状況の変化による市民の生活環
境や価値観の変化を把握し、各分野の政
策・施策への影響を検討する基礎資料と
するため、アンケートやワークショップ
により市民意見聴取を行った。

中間点検

（令和６年６
月～９月）

• 基本計画に定める各分野の政策について
、社会経済状況の変化や市民意見聴取の
結果等を踏まえ、政策の目指す方向性や
施策展開の見直しを各所管局において検
討した。

各区検討
懇話会

（令和６
年７月）

• 新庁舎整備等に伴う基本計画改定
において新たに示された全市的な
都市づくりの方向性を踏まえ、各
区において活動する各種団体等の
代表者で構成する検討懇話会を設
置し、「各区の特性と将来像」に
ついて意見聴取を行った。

総合振興計画
審議会

• 中間点検の結果等をご確認いただきながら、社会経済状況の変化等を踏まえた都市づ
くりの方向性や具体的な見直し内容についてご審議いただく。
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社会経済状況の変化（概要）

人口動態
本市の令和32年までの将来人口について、新たな社人研推計が示された。これまでの推計と比べ、総人口の
ピークが５年後ろ倒しとなり、少子高齢化や生産年齢の減少は若干緩やかとなったものの、トレンドに変わ
りはないため、将来の人口減少等を見据えた持続可能な都市づくりを進めていく必要がある。

①

概要

経済動向②
マイナス金利政策の解除、物価上昇や労働力不足等、経済動向の変化に対応しながら、施策を推進していく
必要がある。

デジタル化③

新型コロナウ
イルス感染症

④

社会全体におけるデジタル化の急速な進展を踏まえ、地域社会のデジタル化を推進し、誰もが安全・安心に
デジタル技術を活用できるよう、セキュリティを確保しながら、誰一人取り残さない、人に優しいデジタル
社会の実現を目指していく必要がある。

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが５類に変更となったことで、経済活動が再開し、人流
も回復した。影響は広範囲にわたるため、各分野においてコロナ禍後の変化に対応しながら施策を推進して
いく必要がある。

• 計画策定以降の社会経済状況の変化について、各分野に共通するものとして、「人口動態」、
「経済動向」、「デジタル化」、「新型コロナウイルス感染症」、「気候変動」に分類した。

気候変動⑤

気候変動による異常気象・自然災害は年々、頻発・激甚化しており、市民生活に深刻な影響をもたらす危険
性がある。市民・事業者・行政の連携・協力のもと、脱炭素社会に向けた持続可能な都市の実現を目指し、
温室効果ガスを抑制するための緩和策を推進していく必要がある。併せて、気候変動に伴う被害の防止や軽
減を図る適応策に取り組んでいく必要がある。

※その他、各分野でも社会経済状況の変化、施策の進捗、法改正等の動向を踏まえ、見直しを行っていく必要がある。
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経済動向
労働力不足：高齢化や生産年齢人口の減少により、様々な業種において人材不足しており、
高齢者や外国人など活用により、労働力を確保していく必要がある。

１

市民意見聴取結果について（概要）

デジタル化２

社会全体のデジタル化の推進：・キャッシュレス決済やネットショッピングの普及などデジ
タル化が進み、高齢者や障害者等のデジタルディバイド対策やＩＴリテラシー教育を行う必
要がある。

新型コロナ
ウイルス
感染症

３
地域活動：新型コロナウイルス感染症の影響により、人との交流が減少し、地域コミュニテ
ィの希薄化が進んだため、地域住民同士の交流を促進させていく必要がある。

分野別４

包括的な相談支援体制の整備：単身高齢者の増加や孤独化、貧困化の進行、ケアラー・ヤン
グケアラーの顕在化等の課題が生じており、当時者と市をつなぐ中継役の確保や孤立化を防
ぐ取組、企業や学校などと連携したサポート等を行っていく必要がある。

■ 主な市民意見（市民ワークショップ）

市民アンケート 市民ワークショップ

調査目的 市民の意識の変化や、市の取組に対する満足度・重要

度について、現状を把握するために実施したもの

調査対象 無作為抽出した18歳～79歳の男女 5,000人

調査方法 ＷＥＢ回答方式 ※一部紙回答

調査項目 １ 生活の変化

２ 市の取組に対する満足度・重要度

調査結果

募集対象 無作為に抽出した18歳～79歳の市民 6,000名

参加者数 66名（応募者数：138名）

実施内容 社会状況や生活の変化、新たに生じた課題、それら

を踏まえて、各分野において今後取り組むべきこと

をテーマに、各分野ごとにグループワークを実施

検討内容 ①社会状況や生活の変化

②新たに生じた課題

③今後市が取り組むべきこと
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■生活の変化：５年前との比較（選択式） ※市民アンケート抜粋

 「増えた」ことは、「収入額」、「健康に対する意識」、「環境問題への意識」、「スマートフォンやパ
ソコンなどによるオンラインを利用した手続きやショッピングの利用」の順に多くなっている。

 「減った」ことは、「個人の余暇に充てられる時間」、「支出額」、「電車やバスの利用頻度」の順に多
くなっている。
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収入額

健康に対する意識

環境問題への意識

スマートフォンやパソコンなどによるオンラインを利用した手続きや…

日常生活で孤独を感じること

オンラインを活用した学びの機会

地震や風水害などの災害に対する意識

支出額

介護や子育てに充てる時間

個人の余暇に充てられる時間

地域活動・まちづくりへの参加

フレックスやテレワークによる勤務

安全・安心に暮らせる環境

電車やバスの利用頻度

地域コミュニティとのつながり

自分が住む地域への愛着

市民意見聴取結果について（概要）
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